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（一社）日本中小企業診断士協会連合会からの発表より、法令等に関する問題につ
いては、原則として、試験が行われる年度の５月１日現在において施行されている法
令等に基づいて出題されることとなっています。
そのため、本書校了後に判明した法改正・制度改正等については、随時、下記ホー

ムページの正誤表・法改正情報コーナーにて「法改正情報」を掲載いたします。
TAC出版オンラインストア　https://bookstore.tac-school.co.jp/



　企業が活動していく際、また新規事業を立ち上げる際、必ずさまざまな法律と関
わることになります。つまり、中小企業診断士が企業の支援をするにあたり最低限
の法律知識が必要ということになります。また、中小企業診断士は企業と法律専門
家（弁護士など）との橋渡し役として期待されています。こういった能力を身につ
けるために、ここでは「経営法務」として企業活動に関する法律を学習していくこ
とになります。
　経営法務での学習範囲は主に次の領域になります。

　　⑴　民法、商法（商行為）
　　⑵　会社法
　　⑶　資本市場（金融商品取引法）
　　⑷　倒産法制
　　⑸　知的財産権
　　⑹　その他法律知識（独占禁止法、消費者保護法制など）

　試験に合格するための学習を通じて、企業と法律の関わりの体系的な理解ができ
ることを期待します。

2025年11月
TAC中小企業診断士講座

はしがき
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本書の利用方法
　本書は皆さんの学習上のストーリーを考えた構成となっています。テキストを漫
然と読むだけでは、学習効果を得ることはできません。効果的な学習のためには、
次の１～３の順で学習を進めるよう意識してください。

　１．全体像の把握：「科目全体の体系図」「本章の体系図」「本章のポイント」
　２．インプット学習：「本文」
　３．本試験との関係確認：「設例」「出題領域表」

１．全体像の把握
　テキストの巻頭には「科目全体の体系図」を掲載しています。科目の学習に入る
前に、まずこの体系図をじっくりと見てください。知らない単語・語句等もあると
思いますが、この段階では「何を学ぼうとしているのか」を把握することが重要で
す。
　また、各章の冒頭には「本章の体系図」を掲載しています。これから学習する内
容の概略を把握してから、学習に入るようにしましょう。「本章の体系図」は、「科
目全体の体系図」とリンクしていますので、科目全体のなかでの位置づけも確認し
てください。

◇ 法律の分類にはどのようなものがあるか。
◇ 権利能力・意思能力・行為能力とはどのようなものか。
◇ 意思表示・意思の不存在・瑕疵ある意思表示とは何か。
◇ 債権にはどのようなものがあるか。
◇ 契約とは何か。
◇ 契約が成立するための要件にはどのようなものがあるか。
◇ 契約の種類にはどのようなものがあるか。
◇ 債権の消滅・契約の履行にはどのようなものがあるか。
◇ 契約を履行しない場合、債権者はどのような手段をとれるか。
◇ 損害賠償責任にはどのようなものがあるか。
◇ 不法行為とは何か。
◇ 物権にはどのようなものがあるか。
◇ 担保物権とは何か。
◇ 相続にはどのような規定があるか。

総　則

契約

相　続

公　法

私　法

所有権

占有権

制限物権

不法行為

不当利得

第2章（会社法等）へ

人の意思に基づく

人の意思に基づかない

近代私法の基本原則
・所有権絶対の原則
・契約自由の原則
・過失責任の原則

私権の基本原則
・公共の福祉の原則
・信義誠実の原則
・権利の濫用の禁止

＜一般法＞
民法＝私人間の法律
　　　関係の原則

＜特別法＞
商法＝企業と消費者、企
　　　業と企業の法律関
　　　係の原則

物　権
＝物を支配する権利

債　権
＝人に請求できる権利

商行為
＝企業活動（ビ
　ジネス）の原
　則

法

律

！ 本章のポイント

本章の
体系図

第１章　民法その他の知識

●第１章　民法その他の知識2

まず、全体像を把握。

（4）



2 債権・契約

 １ 債権に関する基礎知識
　債権とは、ある人（債権者）が他のある人（債務者）に対して一定の行為を請求
する権利である。物権は物を支配する権利であるのに対し、債権は人に請求する権
利である。詳しくは第３節で説明するが、物権は直接的・排他的な性格をもってい
る。しかし債権にはそのような性格はなく同一内容の債権が複数成立し、しかも、
債権者は平等の扱いを受けることができる（＝債権の平等性）。

❶▶債権の発生原因 
　民法に規定される債権の発生原因をまとめると、図表１－５のようになる。

図表 ［1－5］　債権の発生原因

債権の発生原因 契約

事務管理

不当利得

不法行為

　このうち、最も代表的なものが契約であり、次いで不法行為である。試験対策上
もこの２つを理解することが重要である。よって、まず債権の種類（債権の目的が
どのようなものか、という分類）を説明したのち、次項から重要度順に契約、不法
行為、不当利得について説明する。

事務管理（民法第697～702条）
　法律上の義務がないのに他人のために事務を管理すること。雨が降ってきた
ので、留守中の隣人の洗濯物を、頼まれてもいないのに取り込む行為などが該
当する。民法は、このような「おせっかい」の場合の法律関係について規定を
置いているが、試験対策上の重要度は極めて低いので覚えなくてよい。

参　考

17

2　債権・契約  

重要な語句は太字で
表示しています。

語句の定義を色文字
で説明しています。

適宜、 補 足 参　考

など、補充的な解説
を載せています。

２．インプット学習
　テキスト本文において、特に重要な語句については太字で表示しています。ま
た、語句の定義を説明する部分については、色文字で表示をしています。復習時に
サブノートやカードをつくる方は、これらの語句・説明部分を中心に行うとよいで
しょう。
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❸▶相続登記の義務化 
近年、土地や建物の相続登記がされないために所有者が不明となった土地や建物

が、防災・減災、まちづくりなどの公共事業の妨げになっていることが社会問題と
なっている。この解決を図るため、不動産登記法が改正され、令和６年４月１日か
ら、相続登記や、相続人が遺贈を受けた場合の遺贈の登記の申請が義務化された
（不動産登記法第76条の２第１項）。
具体的には、不動産を取得した相続人は、自己のために相続の開始があったこと

を知り、かつ、その所有権の取得を知った日から３年以内（遺産分割協議の成立に
より、不動産を取得した相続人は、遺産分割協議が成立した日から３年以内）に法
務局（登記所）に相続登記の申請をしなければならない。正当な理由がないのにそ
の申請を怠ったときは、10万円以下の過料が処せられる（不動産登記法第164条
１項）。
　なお、相続登記が必要な不動産を容易に把握することができるよう、登記官にお
いて、特定の被相続人が登記簿上の所有者として記録されている不動産を一覧的に
リスト化し、証明する制度（所有不動産記録証明制度）が令和８年２月２日に施行
される（不動産登記法第119条の２）。

相続分の３分の１までは、遺産分割前でも預貯金の払戻しを受けることができる。
ただし、１つの金融機関から払戻しが受けられる上限は150万円までとなる。

　遺言によって被相続人は相続財産を自由に処分することができる。しかし、好き
勝手に相続財産を分配できるわけではなく、相続人には最低限の相続財産が保障さ
れている。これを遺留分という。ただし、遺留分の対象は配偶者、直系卑属、直系
尊属であり、兄弟姉妹には遺留分は認められない。なお、直系尊属のみが相続人の
場合は被相続人の財産の３分の１、それ以外の場合には被相続人の財産の２分の１
が、遺留分権利者全体の遺留分となる。そして、相続人が複数いる場合は、この遺
留分を法定相続分に応じて按分する。
　相続の開始前における遺留分の放棄は、家庭裁判所の許可を受けたときに限り、
その効力を生ずる（民法第1049条１項）。相続開始前の遺留分放棄を無制限に自
由とすると、被相続人が遺留分権利者を強迫するなど圧力を加えて、遺留分を放棄
させるおそれ等があるからである。

設   例

被相続人の兄弟姉妹は、被相続人の相続について遺留分を有する。
R7－22　エ（×：被相続人の兄弟姉妹は遺留分を有しない）

 ３ 遺留分 R7 22

R5 17

R3 7

61

4　相　続  

３．本試験との関係確認
　テキスト本文の欄外にある R7 22という表示は、令和７年度第１次試験第22問
において、テキスト該当箇所の論点もしくは類似論点が出題されているということ
を意味しています。本試験ではどのように出題されているのか、テキスト掲載の
設   例 や過去問題集等で確認してみましょう。

　また、巻末の「出題領域表」は、
本書の章立てに合わせて出題論点
を一覧表にしたものです。頻出の
論点がひと目でわかるので、効率
的な学習が可能です。

出題領域表

R3 R4
序
章法律の分類

第
１
章

民法に関する基礎知識 時効18

債権・契約

消費貸借2
債権譲渡等18
解除19
契約不適合責任20

債権の消滅時効等18
保証19
相殺20

物権 先取特権18

相続 遺留分7 相続割合21
相続22

商行為 買主の検査・通知義務20

第
２
章

事業の開始等に関する基礎
知識
会社に関する基礎知識

株式会社

社債1
取締役会と監査役会の比較6
議決権制限株式、相続人等に対
する売渡請求7

株式併合・株式分割1
取締役・監査役の任期2
株主提案権（議案数の上限）3
株式譲渡制限会社の特徴6
設立6
株主総会の決議要件7

持分会社 株式会社と合同会社の比較4
組織再編等 簡易合併3 事業譲渡と会社分割5
会社法等に関するその他の
知識

第
３
章

株式上場（株式公開）等の
知識
証券市場の種類
金融商品取引法に関する
基礎知識

本試験ではどのように
問われるのか確認しま
しょう。（過去問の表示
がないものはTACのオ
リジナル問題です）

過去５年間における本
試験（第１次試験）の
出題実績です。

出題可能性や内容面な
ど特に重要と考えられ
る箇所を示しています。
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　中小企業診断士試験は、「第１次試験」と「第２次試験」の２段階で行われます。
　第１次試験は、企業経営やコンサルティングに関する基本的な知識を問う試験で
あり、年齢や学歴などによる制限はなく、誰でも受験することができます。第１次
試験に合格すると、第２次試験へと進みます。この第２次試験は、企業の問題点や
改善点などに関して解答を行う記述式試験（筆記試験）と、面接試験（口述試験）
が行われます（面接試験（口述試験）は令和８年度中小企業診断士試験より廃止）。
　それぞれの試験概要は、以下のとおりです（令和７年度現在）。

第１次試験
【試験科目・形式】　７科目（８教科）・択一マークシート形式（四肢または五肢択一）

【受験資格】
　年齢・学歴による制限なし
【実施地区】
　札幌・仙台・東京・名古屋・金沢・大阪・広島・四国（松山）・福岡・那覇
【合格基準】
⑴総点数による基準
　 総点数の60％以上であって、かつ１科目でも満点の40％未満のないことを基準
とし、試験委員会が相当と認めた得点比率とする。
⑵科目ごとによる基準
　満点の60％を基準とし、試験委員会が相当と認めた得点比率とする。
※ 一部の科目のみに合格した場合には、翌年度および翌々年度の、第１次試験受験の際に、申請
により当該科目が免除されます（合格実績は最初の年を含めて、３年間有効となる）。
※ 最終的に、７科目すべての科目に合格すれば、第１次試験合格となり、第２次試験を受験する
ことができます。

中小企業診断士試験の概要

試験科目 試験時間 配点

第
１
日
目

午前 経済学・経済政策 60分 100点
財務・会計 60分 100点

午後 企業経営理論 90分 100点
運営管理（オペレーション・マネジメント） 90分 100点

第
２
日
目

午前 経営法務 60分 100点
経営情報システム 60分 100点

午後 中小企業経営・中小企業政策 90分 100点
※中小企業経営と中小企業政策は、90分間で両方の教科を解答します。
※ 公認会計士や税理士といった資格試験の合格者については、申請により試験科目の一部免除
が認められています。
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【試験案内・申込書類の配布期間、申込手続き】
　例年５月中旬から６月上旬（令和７年度は4/24～5/28）
【試験日】　例年８月上旬の土日２日間（令和７年度は8/2・3）
【合格発表】　例年９月上旬（令和７年度は9/2）
【合格の有効期間】
　第１次試験合格（全科目合格）の有効期間は２年間（翌年度まで）有効。
　第１次試験合格までの、科目合格の有効期間は３年間（翌々年度まで）有効。

第２次試験 《筆記試験》
【試験科目】　４科目・各設問15～200文字程度の記述式

【受験資格】
　第１次試験合格者
　※第１次試験全科目合格年度とその翌年度に限り有効です。
　※ 平成12年度以前の第１次試験合格者で、平成13年度以降の第２次試験を受験していない場合

は、１回に限り有効です。

【実施地区】
　札幌・仙台・東京・名古屋・大阪・広島・福岡
【試験案内・申込書類の配布期間、申込手続き】
　例年８月下旬から９月中旬（令和７年度は9/2～9/22）
【試験日】　例年10月下旬の日曜日（令和７年度は10/26）
【合格発表】　例年12月上旬（令和７年度は令和８年1/14）

 第１次試験のポイント
①全７科目（８教科）を２日間で実施する試験である
② 科目合格制が採られており基本的な受験スタイルとしては７科目一括合格を
目指すが、必ずしもそうでなくてもよい（ただし、科目合格には期限がある）

試験科目 試験時間 配点

午前
中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅰ 80分 100点

中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅱ 80分 100点

午後
中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅲ 80分 100点

中小企業の診断及び助言に関する実務の事例Ⅳ 80分 100点
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　〔備考〕実務補習について
　中小企業診断士の登録にあたっては、第２次試験に合格後３年以内に、「診断
実務に15日以上従事」するか、「実務補習を15日以上受ける」ことが必要とな
ります。
　この診断実務への従事、または実務補習を修了し、経済産業省に登録申請する
ことで、中小企業診断士として登録証の交付を受けることができます。

中小企業診断士試験に関するお問合せは

一般社団法人 日本中小企業診断士協会連合会（試験係）
〒104-0061 東京都中央区銀座1-14-11 銀松ビル５階
ホームページ https://www.jf-cmca.jp/　
TEL 03-3563-0851　FAX 03-3567-5927

 第２次試験のポイント
①４科目、記述式の試験である
② 基本的な学習内容としては１次試験の延長線上にあるが、より実務的な事例
による出題となる
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　経営法務は平成13年度の試験制度変更により、中小企業診断士試験の第１次試
験科目に加わりました。
　平成18年度からの新試験制度では、経営法務は「基礎的な科目」に位置づけら
れ、基本的な問題を中心に出題されることが中小企業庁から明示されましたが、本
試験の難易度は比較的高い年度が多いです。ただし、特に学習の初期段階において
は、細かい数字等を覚えるのではなく、その規定の趣旨・概要をつかむことを優先
して学習してください。細かい数字等は、直前期に集中的に覚えた方が効率的で
す。
　また、法律初学者の場合、法律独特の用語・言い回しに慣れることも必要です。
本テキストでは法律の基礎的な用語（善意・悪意など）は適宜解説していますし、
条文の表現をできる限り損なわない形で記載していますので、本テキストを繰り返
し読んで、法律独特の用語・言い回しに慣れてください。
　とはいっても、本テキストのボリュームは膨大です。受験生の中にはなかなか学
習時間を確保できない方もいらっしゃるでしょう。そのような方は、第２章「会社
法等に関する知識」と第５章「知的財産権等に関する知識」を優先して学習してく
ださい。本試験は、この２領域で毎年６～７割程度出題されていますから、まずは
この２領域をマスターするだけでも、効果はあります。そして、学習時間に応じ
て、第１章⇒第３章⇒第４章⇒第６章の順に、学習してください。

経営法務を学習するにあたってのポイント

（10）



MEMO

（11）
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　　　　　　　　　　　　  法的処理　  清算型　  破産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別清算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 再建型　  民事再生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社更生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　  

紛争の解決に関する基礎知識

  

国際契約に関する基礎知識 

B to Bに関する規制

　　 独占禁止法    
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事業の終了
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国際取引
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◇ 法律の分類にはどのようなものがあるか。
◇ 権利能力・意思能力・行為能力とはどのようなものか。
◇ 意思表示・意思の不存在・瑕疵ある意思表示とは何か。
◇ 債権にはどのようなものがあるか。
◇ 契約とは何か。
◇ 契約が成立するための要件にはどのようなものがあるか。
◇ 契約の種類にはどのようなものがあるか。
◇ 債権の消滅・契約の履行にはどのようなものがあるか。
◇ 契約を履行しない場合、債権者はどのような手段をとれるか。
◇ 損害賠償責任にはどのようなものがあるか。
◇ 不法行為とは何か。
◇ 物権にはどのようなものがあるか。
◇ 担保物権とは何か。
◇ 相続にはどのような規定があるか。

総　則

契約

相　続

公　法

私　法

所有権

占有権

制限物権

不法行為

不当利得

第2章（会社法等）へ

人の意思に基づく

人の意思に基づかない

近代私法の基本原則
・所有権絶対の原則
・契約自由の原則
・過失責任の原則

私権の基本原則
・公共の福祉の原則
・信義誠実の原則
・権利の濫用の禁止

＜一般法＞
民法＝私人間の法律
　　　関係の原則

＜特別法＞
商法＝企業と消費者、企
　　　業と企業の法律関
　　　係の原則

物　権
＝物を支配する権利

債　権
＝人に請求できる権利

商行為
＝企業活動（ビ
　ジネス）の原
　則

法

律

！ 本章のポイント

本章の
体系図

第１章　民法その他の知識
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序 法律の分類

　法律には、私たちの生活に密接に関連する民法や商法、一般的には直接かかわる
ことがあまりない行政法や国際法などさまざまなものがある。それらをその特徴に
より分類する。

 １ 法律の分類
　法律の分類としては、以下のものが考えられる。

❶▶成文法と不文法 
分類のポイント：文書であるかそうでないか
●　成文法
　 　文書の形式で表された法律であり、国会が定める法律、内閣が制定する命令
である政令、各省が制定する命令である省令、都道府県などの地方公共団体が
定める条例、国会や最高裁判所が定める規則などをいう。

●　不文法
　 　成文法以外の法律であり、慣習に基づいて成立する慣習法、裁判所の判決の
反復・集積によって成立する判例法などをいう。

❷▶一般法と特別法 
分類のポイント：法律の適用領域が限定されているかどうか
●　一般法
　 　法律の適用領域が限定されていない一般的な法律であり、民法などがある。
●　特別法
　 　法律の対象となる事柄や人、または地域など、法の適用領域が限定されてい
る法律であり、商法・会社法などがある。

※ 　特別法（たとえば商法・会社法）は一般法（たとえば民法）に優先し、一般
法は特別法に規定のないものについて補充的に適用される。

❸▶強行法規と任意法規 
分類のポイント：当事者の意思にかかわらず適用されるかどうか
●　強行法規
　 　公の秩序に関する規定で、当事者の意思で適用を排除できない規定であり、
物権、会社法などがある。
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●　任意法規
　 　当事者の意思が優先する規定であり、債権、契約などがある。

❹▶公法と私法 
分類のポイント：国家機関などに関するかどうか
●　公法
　 　権力関係や公益など国家に関する法律であり、憲法、行政法、刑法、訴訟法
などがある。

●　私法
　 　自由・対等の私人間の法律関係を規制する法律であり、民法、商法・会社法
などがある。

❺▶民事法と刑事法 
分類のポイント：私人間の紛争か、国家の刑罰にかかわるか
●　民事法
　 　私人間の紛争を解決する法律であり、民法、商法・会社法、民事訴訟法など
がある。

●　刑事法
　　 国家の刑罰権の行使を規律する法律であり、刑法、刑事訴訟法などがある。

❻▶ 実体法と手続法 
分類のポイント： 法律の内容を定めたものか、その内容を実現するための手続を定

めたものか
●　実体法
　 　権利・義務など法律関係の内容（実体）を定めた法律であり、民法、刑法な
どがある。

●　手続法
　 　実体法の内容を実現するための手続を定めた法律であり、民事訴訟法、刑事
訴訟法などがある。

❼▶英米法と大陸法 
分類のポイント：世界の法律における法体系
●　英米法
　 　イギリスおよびアメリカにおける法体系をいい、慣習法や判例法を中心とす
る。

●　大陸法
　 　英米法に対して、ドイツやフランスなどヨーロッパ大陸における法体系をい
い、成文法を中心とする。日本の法体系も大陸法に属する。
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　民法は、私人相互間の規律について定めた法律であり、総則・物権・債権・親
族・相続の５つの編から成り立っている。

1 民法に関する基礎知識

 １ 民法の原則
　民法は、以下の近代私法の基本原則をもとに制定された。

❶▶近代私法の基本原則（私法の三大原則） 
1 所有権絶対の原則
　われわれの有している所有権は絶対的なものであって、たとえ国家権力といえど
も侵害することができないという原則である。

2 契約自由の原則
　誰とどんな方式でどんな内容の契約をしても自由だという原則である。

3 過失責任の原則
　他人に損害を与えたとしても、それについて故意・過失がなければ損害を賠償し
なくてもよいという原則である。

●　故意
　 　私法上、自己の行為から一定の結果が生じることを知りながらあえてその
行為をすること。
●　過失
　 　一定の事実を認識することができたにもかかわらず、不注意でそれを認識
しないこと。また、重大な過失、著しい不注意のことを重過失という。

❷▶民法の構造 
　民法は、近代私法の基本原則に則りながらも、それを貫くと個人や社会にとって
不都合が生じるものについては修正し、個人の権利と社会の利益を調整している。
なお、民法は総則・物権・債権・親族・相続の５つの編から構成されている。その
うち、診断士の試験範囲として明示されているのは物権・債権・相続である。
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図表 ［1－1］　民法の構成

債　権総　則 物　権 親　族 相　続

財産法 家族法

民　法

意思能力
代理
　　など

占有権
所有権
　　など

契約
不法行為
　　など

婚姻
親子
　　など

相続人
相続分
　　など

「総則」：民法の共通
　　　　　ルール

「親族」は試験範囲外

 ２ 法律行為
　法律行為とは、当事者がある効果の発生を欲してなした意思表示に対し、法律が
それを認め、その効果が確実に発生するように助力してくれる行為のことである。
　たとえば、ＡがＢに家を売る契約をしたら、この売買契約は法律行為である。な
ぜなら、Ａはその家を売った代金を手に入れるという効果を欲しており、Ｂはその
家を買い自分のものにするという効果を欲しているわけで、これらの効果が発生す
るように法律が助力してくれるからである。

代金がほしい！

家がほしい！

法律が助力

売買契約 ＢＡ
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❶▶法律行為の分類 
　法律行為の代表的な分類方法として以下の３つがある。
　１ ）契約・単独行為・合同行為…意思表示の態様に注目した分類方法
　２ ）要式行為・不要式行為…意思表示の形式に注目した分類方法
　３ ）債権行為・物権行為…発生する効果に注目した分類方法

❷▶法律行為の種類 
1 契約
　相対する複数当事者の意思表示の合致により成立する法律行為である。

2 単独行為
　取消し・解除・遺言など１人の人間の一方的意思表示で成立する法律行為であ
る。

3 合同行為
　会社等の社団法人設立など２人以上の人間の意思表示の合致により成立する法律
行為である。

4 要式行為・不要式行為
　要式行為とは、意思表示に書面作成といった一定の形式が必要な法律行為であ
り、保証契約、遺言、婚姻、定款作成などがある。不要式行為とは、一定の形式を
必要としない法律行為である。

5 債権行為・物権行為
　債権を発生させる法律行為を債権行為といい、物権の発生・変更・消滅を生じさ
せる法律行為を物権行為という。

Ａ Ｂ
意思表示

意思表示

Ａ 意思表示

Ａ 意思表示

Ｂ 意思表示

目

　的
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 ３ 権利と能力
　民法では、権利や能力について以下のように規定している。

❶▶権利能力 
　民法でいう「人」とは、われわれ生身の人間（自然人）のほかに会社のような法
人も含まれる。これらの「人」は、売買契約では代金請求権や売買目的物引渡義務
などの権利・義務といった法律関係の中心になることがある。こうした者を権利・
義務の主体（権利の主体）といい、権利・義務の主体となれる（権利・義務をもつ
ことができる）地位を権利能力（私権の享有）という。

❷▶私権 
　権利は、公法に基づく公権と私法に基づく私権に分けられる。私権とは私人に与
えられた権利のことである。

図表 ［1－2］　私権の分類

私　権

財　産　権

身　分　権

人　格　権

支　配　権

請　求　権

形　成　権

抗　弁　権

内容による分類

作用による分類

1 内容による分類
　私権はその内容によって、財産権・身分権・人格権に分けられる。

❶　財産権
　財産を目的とする権利である。物権・債権・知的財産権などがある。

❷　身分権
　夫と妻、親と子といった親族法上特定の地位にあることに基づいて認められた権
利の総称である。相続権・監護教育権・同居請求権などがある。
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❸　人格権
　人間が個人として人格の尊厳を維持して生活するうえで有する、その個人と分離
することのできない人格的諸利益の総称である。自由権・名誉権・プライヴァシー
権などがある。

2 作用による分類
　私権はその作用（働き）によって、支配権・請求権・形成権・抗弁権に分けられ
る。

❶　支配権
　私法上、権利の客体（対象のこと）を直接に支配できる権利である。物権・知的
財産権などがある。

❷　請求権
　他人の行為（作為または不作為）を請求することができる権利である。つまり、
他人の行為を行わせることも、行わせないことも請求できるというものである。債
権などがある。

●　作為
　　行為を行うこと（たとえば、「金銭の支払」という行為を求める請求）。
●　不作為
　　 行為を行わないこと（たとえば、「権利侵害行為を止めよ！」という不作
為を求める差止請求）。

❸　形成権
　権利者の一方的な意思表示により一定の法律関係の変動を生じさせる権利であ
る。取消権・解除権などがある。

❹　抗弁権
　相手方が請求権を行使した場合において、その請求権の効力の発生を阻止して請
求を拒絶できる権利である。同時履行の抗弁権、保証人の催告・検索の抗弁権など
がある。

❸▶私権の制限（基本原則） 
　私権の行使は絶対無制限なものではなく、以下の３つの原則によって制限され
る。
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1 公共の福祉の原則（民法第１条１項）
　権利を行使するには、公共の福祉に適合しなければならないというもの。

2 信義誠実の原則（信義則）（民法第１条２項）
　権利を行使し義務を履行するにあたっては信義に従い誠実に行わなければならな
いというもの。

3 権利の濫用（乱用）の禁止（民法第１条３項）
　たとえ権利の行使であっても、これを濫用してはならないというもの。

❹▶意思能力と行為能力 
1 意思能力
　すべての人は、生まれながらにして権利能力をもっている（民法第３条１項）。
しかし、たとえ権利能力があっても、赤ちゃんや昏睡状態にある人は、それを行使
することができない。つまり、これらの者は物事についての正常な判断能力（＝意
思能力）がないといえる。このように、意思能力をもたない者を意思無能力者とい
う。意思無能力者の行為は無効、つまり、はじめから法律行為としての効力が発生
しない（民法第３条の２）。ただし、診断士試験で意思無能力者が問われる可能性
は極めて低いので、用語の意味あいを知っている程度でよい。

●　有効
　　効力・効果のあること。
●　無効
　 　私法上、法律行為が何らかの理由により当事者の表示した効果意思の内容
に従った法律上の効果を生じないこと。つまり、最初からなかったというこ
と。

2 行為能力
　法律行為を自ら単独でなし得る能力のことを行為能力といい、行為能力のない者
や不十分な者を制限行為能力者という。
　制限行為能力者は、未成年者、成年被後見人・被保佐人・被補助人に分けられる
（民法第13条１項10号）。後者の３つは、その精神上の障害の重さによって区分さ
れ、障害の重い順に成年被後見人＞被保佐人＞被補助人となる。
　民法は、制限行為能力者が行った法律行為は原則として取り消すことができると
して、これらの者の保護を図っている。なお、取消しとは、取り消すまでは有効で
あるが、取り消したときは無効となることである（民法第121条）。
　取消権は、追認をすることができる時（たとえば、法定代理人等が制限行為能力
者の行為を知った時）から５年間行使しないとき（または行為の時から20年を経
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●　無効：最初からなし（ゼロ）
●　取消し：一応有効
　　　　　　　有効のまま　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　取り消すと、行為時に遡って無効となる　　

⎧
⎨
⎩

⎫
⎬
⎭
取消権者が
選べる

❺▶意思表示（民法第93～98条の2 ） 
　意思表示とは意思を表明して相手方に伝えることである。しかし、われわれが日
常使用している意思表示とは多少異なり、「一定の法律効果の発生を欲する意思を
もってそれを外部に表示すること」である。つまり、一定の法律効果の発生を欲す
ることが必要だというところが異なる。
　売買契約の例でいうと、Ａ・Ｂがそれぞれ「売ろう」「買おう」と意思を表明し
て互いに相手に伝えるのがこれに該当する。

1 意思の不存在（民法第93～95条）
　意思の不存在とは、心の中にある意思と外部に対する表示との間に食い違いがあ
ることであり、民法では意思と表示の食い違う以下の３つのケースを考えて問題解
決を図っている。

❶　心
しん

裡
り

留保（民法第93条）
　心裡留保とは、たとえば冗談のように表意者が自分の内心の意思と外部に表示さ
れたものとが食い違うことを知っている場合である。
　この場合の意思表示は原則として有効であるが、相手方が、その意思表示が表意
者の真意ではないことを知り、または知ることができたときは無効になる。また、
心裡留保による意思表示の無効は、善意の第三者（その事情を全く知らない人）に
対しては主張することができない。

❷　虚偽表示（民法第94条）
　虚偽表示（通謀虚偽表示ともいう）とは、売買契約の例でいうと、Ａ・Ｂそれぞ
れ売る意思・買う意思がないのに相手方と通じて（しめし合せて）した虚偽（う
そ）の意思表示のことである。

●　善意
　　 ある事情・事実を知らないこと。
●　悪意
　　 ある事情・事実を知っていること。

過したとき）は、行使することができない（民法第126条）。
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